
 
 
 
 
 

    天塩川下流減災対策協議会の設置について 

     ・設立趣旨(案) 

     ・規約(案) 

      ・取組方針(改正案) 

  

天塩川 資料１ 



 

- 1 - 

天塩川下流減災対策協議会 設置趣旨 

 

平成 27 年 9 月関東・東北豪雨では、流下能力を上回る洪水により利根川水系鬼怒川の堤

防が決壊し、氾濫流による家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間の浸水が発生しました。ま

た、これらに住民の避難の遅れも加わり、近年の水害では例を見ないほどの多数の孤立者が

発生する事態となりました。今後、気候変動の影響により、このような施設の能力を上回る

洪水の発生頻度が高まることが懸念されています。 

 

こうした背景から、平成 27 年 12 月 10 日に社会資本整備審議会会長から国土交通大臣に

対して「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識の変革によ

る「水防災意識社会」の再構築に向けて～」が答申されました。 

 

本答申においては、氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水

防災意識社会」を再構築する必要があるとされています。また、そのための施策として、関

係者が連携して避難に関する計画の作成や水防等の減災に関する様々な課題に対応するた

めの協議会等の仕組みを整備する等、円滑かつ迅速な避難の実現、的確な水防活動の推進等

を図るための取組を進めるべきとされています。 

 

このことを踏まえ、減災のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を一体的、計画

的に推進し、社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築することを目的と

して、平成 28 年 4 月 26 日に「天塩川下流・留萌川水防連絡協議会」の中に河川管理者、北

海道、関係町等からなる「天塩川下流減災対策部会」を設置し、活動を開始しました。 

 

その後、平成 28 年 8 月には北海道と東北を相次いで台風が襲い、各地で甚大な被害をも

たらしたことなどから、平成29年6月19日には水防法等の一部を改正する法律が施行され、

水防法には大規模氾濫減災協議会の創設が盛り込まれました。 

 

この水防法の改正に伴い、「天塩川下流減災対策部会」の活動を引き継ぎ、新たな法定協

議会として「天塩川下流減災対策協議会」を水防法第十五条の九及び第十五の十に基づき組

織するものです。 

(案) 
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天塩川下流減災対策協議会規約 

（名称）  

第１条 この会議は、「天塩川下流減災対策協議会」（以下「協議会」という。）と称する。 

  

（目的）  

第２条 協議会は、過去の出水の教訓を踏まえ、天塩川下流における堤防の決壊や越水等に伴う氾濫に備

え、河川管理者、北海道、関係町等が連携して減災のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を

一体的、計画的に推進し、社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築することを目的

として、水防法第十五条の九及び第十五条の十に基づき組織するものである。  

 なお、本協議会の対象河川は、天塩川水系における留萌開発建設部、留萌振興局留萌建設管理部及び

宗谷総合振興局稚内建設管理部が管理する一級河川とする。 

 

（協議会）  

第３条 協議会は、別表１の職にある者をもって構成する。  

２ 協議会に会長及び副会長を置き、会長は留萌開発建設部長をあて、副会長には留萌振興局長及び宗谷

総合振興局長をあてる。 

３ 会長は、協議会の事務を掌理し、副会長は会長の事務を補佐する。 

４ 会長は、協議会の同意を得て、必要に応じて別表１の職にある者以外の者（学識経験者等）を参加さ

せることができる。  

 

（幹事会）  

第４条 協議会に幹事会を置く。  

２ 幹事会は、別表２の職にある者をもって構成する。  

３ 幹事会に幹事長を置き、幹事長は留萌開発建設部次長（河川・道路）をあてる。 

４ 幹事長は、幹事会の事務を掌理する。 

５ 幹事会は、協議会の運営に必要な情報交換、調査、分析、減災対策等の各種検討、調整を行い、その

結果について協議会へ報告する。 

６ 幹事長は、幹事会の同意を得て、必要に応じて別表２の職にある者以外の者（学識経験者等）を参加

させることができる。  

 

（実施事項）  

第５条 協議会等は、次の各号に掲げる事項を実施する。  

１ 洪水の浸水想定等の水害リスク情報を共有するとともに、各構成員がそれぞれ又は連携して実施して

いる現状の減災に係る取組状況等について共有する。  

２ 円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び円滑かつ迅速な氾濫水の排水等を実現するために各構成員

がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた取組方針を作成するとともに、必要に応じてこれを

(案) 
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見直し、共有する。   

３ 毎年、協議会等を開催し、取組方針に基づく対策の実施状況を確認する。 

４ その他、大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な事項を実施する。  

 

（会議の公開）  

第６条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。ただし、審議内容によっては、協議会に諮

り、非公開とすることができる。  

２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会へ報告することにより公開と見なす。  

 

（協議会資料等の公表）  

第７条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、個人情報等で公表

することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表しないものとする。  

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した構成員の確認を得た後、公表するも

のとする。  

 

（事務局）  

第８条 協議会の庶務を行うため、事務局を置く。  

２ 事務局は、留萌開発建設部治水課及び、留萌振興局留萌建設管理部事業室治水課並びに宗谷総合振興

局稚内建設管理部事業室治水課に置く。  

３ 協議会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

４ 幹事会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

 

（雑則）  

第９条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続きその他運営に関し必要な事項については、

協議会で定めるものとする。  

 

（附則）  

第１０条 本規約は、平成３０年 ６月２７日から施行する。  
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別表１ （協 議 会）  

機  関  名 委    員 

留萌開発建設部 部 長（会長） 

留萌振興局 

宗谷総合振興局 

局 長（副会長） 

局 長（副会長） 

天塩町 町 長 

豊富町 町 長 

幌延町 町 長 

北留萌消防組合 消防長 

稚内地区消防事務組合 消防長 

旭川地方気象台 

稚内地方気象台 

台 長 

台 長 

陸上自衛隊(留萌駐屯地) 

陸上自衛隊(名寄駐屯地) 

第26普通科連隊長 

第3普通科連隊長  

北海道警察 旭川方面本部 

北海道警察 旭川方面天塩警察署 

警備課長 

署 長 

JR北海道旭川支社 支社長 
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別表２ （幹 事 会）  

機  関  名 幹    事 

留萌開発建設部 

 治水課 

 防災対策官 

 幌延河川事務所 

次長（河川・道路） (幹事長) 

治水課長 

防災対策官 

所 長 

留萌振興局 

地域創生部 

留萌建設管理部 

用地管理室 

事業室 

宗谷総合振興局 

地域創生部 

稚内建設管理部 

用地管理室 

事業室 

 

地域政策課主幹 

 

維持管理課長 

治水課長 

 

地域政策課主幹 

 

維持管理課長 

治水課長 

天塩町 住民課長 

豊富町 総務課長 

幌延町 総務財政課長 

北留萌消防組合 消防課長 

稚内地区消防事務組合 豊富支署長 

旭川地方気象台 

稚内地方気象台 

防災管理官 

防災管理官 

陸上自衛隊(留萌駐屯地) 

陸上自衛隊(名寄駐屯地) 

第３科長 

第３科長 

北海道警察 旭川方面本部 

北海道警察 旭川方面天塩警察署 

警備課長補佐 

警備係長 

JR北海道旭川支社 施設グループリーダー 

 


